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■申請受付期間

申 請 要 領

2021年（令和3年）10月22⽇（⾦）〜
2022年（令和4年）1月31⽇（月）

本県におけるまん延防止等重点措置等により

影響を受けている酒類販売事業者のみなさまへ

⼭梨県酒類販売事業者⽀援⾦

山梨県酒類販売事業者支援金事務局

【令和3年10月21日版】



２０２１年（令和３年）１０月２２日（金） ～

２０２２年（令和４年）１月３１日（月）（当日消印有効）

※申請受付期間を超えた場合、受付はできませんので、あらかじめご承知おきください。

本支援金は、２０２１年（令和３年）８月から９月にかけての新型インフルエン
ザ等緊急事態措置及び同まん延防止等重点措置に伴う飲食店への休業・営業
時間短縮要請等により、売上が大きく減少している山梨県内の酒類販売事業
者を特に支援するため、国の月次支援金に対して支給金額を加算するととも
に、支給対象を拡大して県独自に支給するものです。

１．山梨県酒類販売事業者支援金とは？①

申請
受付期間

概 要

対象者等

※１ 中小法人等とは、資本金等１０億円未満、又は資本金等が定められていない場合は常時使用する従
業員数が２，０００人以下の法人をいいます。個人事業者等とは、個人で開業し主たる収入を事業所
得で確定申告した個人事業者又はフリーランス若しくは主たる収入を雑所得若しくは給与所得で確定
申告した方をいいます。

1

申請方法 郵送申請のみとなります。

⼭梨県酒類販売事業者⽀援⾦

対象者 中小法人等、個人事業者等（※1）

支給額
（上限額あり）

2019年（令和元年）又は2020年（令和2年）の8月･9月（基準月）
の各月売上 － （2021年（令和3年）の8月･9月（対象月）の各月
売上＋国の月次支援金の受給額）

売上に係る
支給要件

事業者単位での対象月の売上が、基準月の売上と比較し、
30％以上減少

又は
事業者単位での対象月及び対象月の前月の売上が、基準月
及び基準月の前月とそれぞれ比較し、2か月連続（※3）で15％
以上減少
※8月分は7月と8月、9月分は8月と9月（比較年は任意）

※2 各月売上からは、新型コロナウイルス感染症対策として国又は地方公共団体から受けた給付金、
補助金、助成金等を除外してください。（例．持続化給付金や家賃支援給付金、その他地方公共団体
による休業・営業時間短縮要請等に伴う協力金等）



１．山梨県酒類販売事業者支援金とは？②

２

支給イメージ

国の月次⽀援⾦
・中小法人等 20万円/月
・個人事業者等 10万円/月

県の上乗せ分

中小法人等
60万円/月

個人事業者等
30万円/月

県の上乗せ

中小法人等
20万円/月

個人事業者等
10万円/月

県の上乗せ分

中小法人等
40万円/月

個人事業者等
20万円/月

県の独自⽀援
中小法人等 20万円/月
個人事業者等 10万円/月

2か月連続
15％以上

30％以上
50％未満

50％以上
70％未満

70％以上
90％未満

90％以上

国の月次給付⾦を受給され
ていなくても⽀給対象とな
ります

売上減少
割合

※記載の⽀援額は上限額

⼭梨県酒類販売事業者⽀援⾦



２．支給対象は？
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⽀給対象の確認

対象月において、⼭梨県内に本社もしくは主たる事業所を有
する中小法人等または⼭梨県内に住所があるもしくは⼭梨県
内で主たる事業活動を⾏う個人事業者ですか︖

⽀
援
⾦
⽀
給
対
象
外

いいえ

緊急事態措置またはまん延防止等重点措置に伴い、酒類の提
供停止を伴う休業要請等に応じた飲食店との直接・間接の取
引による影響を受けていますか︖

はい

はい

令和3年3月31日以前から、酒類販売業免許または酒類製造免
許のいずれかを取得しており、申請日においても有効な免許
ですか︖

はい

事業者単位での売上が、2019年（令和元年）または2020年
（令和2年）の8月･9月と比較して、2021年（令和3年）8月･
9月の月間売上は次のとおり減少していますか︖
①30％以上 または ②2か月連続で15％以上減少（※）
（※）8月分は7月と8月、9月分は8月と9月

⽀援⾦⽀給対象
はい

対象月における飲食店や大規模施設等に対する休業または営
業時間短縮に伴う協⼒⾦の⽀払対象ではないですか︖
また、他都道府県の同様の協⼒⾦等を受給しておらず、今後
も受給する意思はありませんか︖

本⽀援⾦の⽀給を受けた後も事業の継続及び⽴て直しをする意
思がありますか︖

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

⼭梨県酒類販売事業者⽀援⾦



３．申請書及び誓約書の様式①

本⽀援⾦の⽀給を受けようとする酒類販売事業者の方は、次ページ
の申請書を提出していただきます。
書き方については、P.11〜P.14を参照ください。
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⼭梨県酒類販売事業者⽀援⾦

・申請書の様式



5



6
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３．申請書及び誓約書の様式②

本⽀援⾦の⽀給を受けようとする酒類販売事業者の方は、次ページ
の項目について、誓約・同意していただく必要があります。

８

⼭梨県酒類販売事業者⽀援⾦

・誓約書の様式



９
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４．申請書の書き方①
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支援金支給申請書 １ページ目 記入例

❶ 申請日
申請書の提出日を記入して下
さい。

➍ 法人番号・⽣年月日
法人の場合は１３桁の法人番号
を記入して下さい。
個人の場合は生年月日を西暦
で記入して下さい。

❸ 免許許可年月日
酒類製造・販売業免許通知書
の年月日を記入して下さい。

➎ 日中連絡先
日中連絡が取れる方の電話番
号を記入して下さい。

❻ 月次⽀援⾦の受給
国の月次支援金を受給してい
る方はチェックをして、申請ＩＤ
を記入して下さい。

➋ 酒類製造・販売所在地
税務署に申請した製造・販売
住所を記入して下さい。

❷
❸

➏

❹

❹

➎

❶

⼭梨県酒類販売事業者⽀援⾦



【支援金振込先口座情報】

(注) ゆうちょ銀行の場合、通帳等に記載の記号・番号は支店コード・口座番号とは異なります。
　　 ゆうちょ銀行のホームページ又はお近くのゆうちょ銀行でご確認ください。

口座名義人
（カナ）※2

カ）ヤマナシケンチョウ

※1　口座は、法人の場合は「申請者の情報」に記載した法人名義の口座、個人事業者の場合は
　　 代表者本人名義の口座を指定してください。

※2　通帳の表紙を１ページめくった中表紙の見開きのカタカナで記載されたものを記入して下さい。

5 6 7

金融機関コード 1 2 3 4 店番号 1

普通・当座・ (　　) 1 2 3 4金融機関※1

県庁

銀行 店名 種別 口座番号（右詰め）

信用金庫

信用組合

協同組合

甲府
本店
支店

2 3

４．申請書の書き方②
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➐ ⽀援⾦振込先⼝座情報

〇振込先
・通帳等に記載されているとおり正確に記入して下さい。
・口座名義人は、法人の場合は申請する法人名義、個人事業主の場合は代表者本人名義に限
ります。

〇金融機関名等
・ゆうちょ銀行の場合、通帳等に記載の記号・番号は支店コード・口座番号とは異なります。
ゆうちょ銀行のホームページまたはお近くのゆうちょ銀行でご確認下さい。

〇口座名義人
・預金通帳等の表紙を１ページめくった中表紙の見開きのカナ口座名義人をそのまま転記し
て下さい。

➐

支援金支給申請書 １ページ目 記入例

⼭梨県酒類販売事業者⽀援⾦



４．申請書の書き方③
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❽ 休業要請等に応じた飲食
店との直接取引がある事業者
対象措置の影響を受けた主な

飲食店を記入して下さい。

❾ 主な理由
該当する項目すべてをチェック

して下さい。

➓ 休業要請等に応じた飲食
店との間接取引がある事業者
直接取引がない場合は、酒類

を納入する事業者名を記入して
下さい。

⓫ 最終的に酒類が納入され
る主な取引飲食店
最終的に酒類が納入される対

象措置の影響を受けた主な飲食
店名を記入して下さい。

主な売上減少の要因を１－１、１－２ から必ず一つまたは複数選択のうえ、必要事項を記載し

て下さい。

❽

❾

❿

支援金支給申請書 ２ページ目 記入例

⓬ 取引内容が確認できる帳
簿等の保管
チェックして下さい。

⓫

⓬

❾

⼭梨県酒類販売事業者⽀援⾦



月の⽀給額
・ 法人（個人事業者等）、それぞれの欄に記入
して下さい。
・ ⓳の減少率に応じて、指定記入欄に金額を
記入して下さい。

４．申請書の書き方④
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⓭ 申請対象月
今回申請する対象の月にチェックして下さい。
※対象月が複数ある場合はまとめての申請をお勧めし
ます。（月ごとに分けての申請も可能ですが、申請
の都度書類一式のご提出をお願いすることとなりま
す。）

⓯ 対象月の事業収入
２０２１年の売上台帳より記載して下さい。

⓰ 2019年及び2020年の対象月と同じ月
の事業収入
２０１９年及び２０２０年の確定申告書等より記

載して下さい。（詳細はP.17～P.19参照）

⓱ 基準年の基準月の事業収入
⓰の各対象月の事業収入のうちいずれか高い

数値を記入して下さい。

⓳ 減少率
C/Aを計算し減少率を記入して下さい。

※小数点第二位を切り捨て

⓴ 国の月次⽀援⾦受給額
国の月次支援金の受給額を記入して下さい。
※国の月次支援金の受給者については、売上減少額

から月次支援金受給額を控除します。

⓲ 減少額
A:基準年の基準月の事業収入から、B:対象月の

事業収入を引き算して下さい。

※ 青色申告の場合は所得税青色申告決算書に記載の月別売上金額を記入して下さい。白色申告の場合など確定申告において月間事業収入が確認できない場合は確定
申告書に記載の基準年の年間事業収入÷１２を記入して下さい。（青色申告を行っている者であって、所得税青色申告決算書を提出しない者を含みます）

⓭

⓮

⓯
⓰

支援金支給申請書 ３ページ目 記入例

県への申請額

⽀給額の計算
C:減少額からE:国の月次支援金の受給額を引

き算して下さい。

⓳

⓱

⓲

21
⓴

22

法人の場合の記入例

⼭梨県酒類販売事業者⽀援⾦

⓯

23

23

22

21

⓮ 国の月次⽀援⾦受給状況
今回、国の月次支援金を受給した（申請中、これ

から申請する場合も含む）月にチェックして下さ
い。



５．必要な提出書類は？①
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提出書類一覧

１ 山梨県酒類販売事業者支援金支給申請書（様式１）

２ 誓約書（様式２）

３

振込先の通帳等の写し
「金融機関名」、「支店名」、「預金種別」、「口座番号」、

「口座名義人（フリガナ）」が分かること

（法人）法人名義の振込口座の通帳の写し

（個人事業者）代表者本人名義の振込先口座の通帳の写し

※ 委任等による申請会社名義以外及び本人名義以外

の口座への振込は対応不可。

※  預金通帳の場合、表紙を１ページめくった中表紙の見開き

インターネットバンキングの場合、上記の情報がわかる

サイトのページ

４

（酒類販売事業者）
酒類販売業免許の通知書の写しまたは酒類販売管理者の
選任（解任）の届出書の写し（税務署の収受印付）

（酒類製造業者）
酒類製造免許の通知書の写しまたは当該免許を有している
ことが分かる証明書の写し（所管税務署発行のもの）

５
履歴事項全部証明書の写し（法人の場合のみ）

※提出時から３か月以内に発行されたものをご提出ください。

要領
P.5〜P.7

要領
P.9〜P.10

⼭梨県酒類販売事業者⽀援⾦



５．必要な提出書類は？②
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６

本人確認書類（個人事業者等の場合のみ）
運転免許証、保険証等の写し（住所等
が裏面記載の場合は裏面を含む）
マイナンバーカードの写しの場合は
表面のみ提出してください。

７

２０１９年（令和元年）対象月同月及び２０２０年（令和２年）対象月
同月をその期間に含む全ての事業年度の確定申告書等の写し
（法人の場合）

確定申告書別表一の控え、法人事業概況説明書の控え

（個人事業者の場合）
【青色申告を行っている場合】

確定申告書第一表の控え、所得税青色申告決算書の控え

【白色申告を行っている場合】
個人確定申告書第一表の控え

※ 確定申告書別表一及び第一表の控えには、収受日付印が押印（税務署において e-Tax
により申告した場合は、受付日時及び受付番号が印字）されていることが必要です。

なお、 e-Taxによる申告であって、受付日時及び受付番号が印字されていない場合は

「受信通知（メール詳細）」を添付することが必要です。

８

２０２１年（令和３年）対象月の月間事業収入が確認できる売上台
帳等
２か月連続で売上減少率が１５％以上で申請される方は、２か月分の売上台帳を必ず

提出してください。
（８月分の申請→７月と８月の売上台帳、９月分の申請→８月と９月の売上台帳）

・基本的な事項（対象月、日付、商品名、販売先、取引金額、合計金額等）が記
載されている書類であれば、フォーマットの指定はありません。

・対象月の月間事業収入であること及び対象月の月間事業収入の合計額であるこ
とが明記されている資料を添付してください。

・酒類部門のみでなく、全ての事業収入を記載してください。

９

国の月次支援金の給付通知書の写し（受給証明書類）
※ 売上減少率が５０％以上の場合で、本支援金の県上乗せ分（Ｐ.２）を受け取るため

には、国の月次支援金を受給している必要があります。国の月次支援金受給前に
本支援金を申請される場合、国の月次支援金の給付決定を確認するまでは本支
援金（県上乗せ分）の支給はできませんので、ご留意ください。

要領
P.17〜P.19

要領
P.20

⼭梨県酒類販売事業者⽀援⾦



５．必要な提出書類は？②－１
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「７ ２０１９年（令和元年）対象月同月及び２０２０年（令和２年）対象月
同月をその期間に含む全ての事業年度の確定申告書等の写し」

法人の場合

確定申告書別表一（最低２枚） 法人事業概況説明書（最低４枚）

・確定申告書別表一の控え（最低２枚）
・法人事業概況説明書の控え（最低４枚）

※ ２０１９年（令和元年）対象月同月及び２０２０年（令和２年）対象月同月をその期間に含
む「全ての事業年度分」を添付してください。

※ 確定申告書別表一の控えには、収受日付印が押印（税務署においてe-Taxにより申告した場合、
受付日時及び受付番号が印字）されていることが必要です。なお、e-Taxによる申告であって、

受付日時及び受付番号が印字されていない場合は「受信通知（メール詳細）」を添付するこ
とが必要です。

⼭梨県酒類販売事業者⽀援⾦



５．必要な提出書類は？②－２－１
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個人事業者の場合

確定申告書第一表（２枚） 所得税青色申告決算書（４枚）

【青色申告を行っている場合】
・確定申告書第一表の控え（２枚）
・所得税青色申告決算書（１、２ページ）の控え（４枚）

※ ２０１９年（令和元年）対象月同月及び２０２０年（令和２年）対象月同月をその期間に含む
「全ての事業年度分」を添付してください。

※ 確定申告書第一表の控えには、収受日付印が押印（税務署においてe-Taxにより申告した場合、
受付日時及び受付番号が印字）されていることが必要です。なお、e-Taxによる申告であって、

受付日時及び受付番号が印字されていない場合は「受信通知（メール詳細）」を添付することが
必要です。

2019年（令和元年）及び2020年（令和２年）基準月の事業収⼊は、所得税⻘⾊申告
決算書の「月別売上（収⼊）⾦額及び仕⼊⾦額」欄の売上⾦額を記載してください。
なお、⻘⾊申告を⾏っている場合でも、

・所得税⻘⾊申告決算書の控えを提出しないことを選択した場合
・所得税⻘⾊申告決算書に月間事業収⼊の記載がない場合⼜は記載の必要がない場合の
いずれかの場合は、⽩⾊申告を⾏っている方と同様に、基準年の月平均の個人事業収
⼊（年間事業収⼊÷12）を記載してください。

「７ ２０１９年（令和元年）対象月同月及び２０２０年（令和２年）対象月
同月をその期間に含む全ての事業年度の確定申告書等の写し」
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５．必要な提出書類は？②－２－２

19

個人事業者の場合

確定申告書第一表（２枚）

【白色申告を行っている場合】
・確定申告書第一表の控え（2枚）

※ ２０１９年（令和元）対象月同月及び２０２０年（令和２年）対象月同月をその期間に含む
「全ての事業年度分」を添付してください。

※ 確定申告書第一表の控えには、収受日付印が押印（税務署においてe-Taxにより申告した場合、
受付日時及び受付番号が印字）されていることが必要です。なお、e-Taxによる申告であって、

受付日時及び受付番号が印字されていない場合は「受信通知（メール詳細）」を添付すること
が必要です。

2019年（令和元年）及び2020年（令和2年）基準月の事業収⼊は、基
準年の月平均事業収⼊（年間事業収⼊÷12）を記載してください。

「７ ２０１９年（令和元年）対象月同月及び２０２０年（令和２年）対象月
同月をその期間に含む全ての事業年度の確定申告書の写し」
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「８ ２０２１年（令和３年）対象月の月間事業収入が確認できる売上台
帳等」

・２０２１年（令和３年）の対象月の月間事業収入額（合計）が確認できる売上台帳等を添付し
てください。

・売上台帳、帳面その他の２０２１年（令和３年）分の確定申告の基礎となる書類を原則とします。
・基本的な事項（対象月、日付、商品名、販売先、取引金額、合計金額等）が記載されている書類

であれば、フォーマットの指定はありません。
・添付するデータが対象月の月間事業収入であること及び対象月の月間事業収入の合計額が明記さ

れている資料を添付してください。

日付 取引先名 項目 数量 金額

4月1日

4月2日

4月3日

4月4日

4月5日

4月6日

4月7日

4月8日
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６．保存が必要な書類は？① フローチャート

※１「対象措置」とは、緊急事態措置また

はまん延防止等重点措置のことを指しま

す。

※２「反復継続した取引」とは、２０１９年

（令和元年）の対象月同月及び２０２０年

（令和２年）の対象月同月のそれぞれの

期間において、酒類販売事業者として複

数回の取引を行っていることを指します。

ただし、契約形態等により、複数回の取

引を行っていない場合は、１回の取引が

その事業の主たる取引となっていれば

可とします。

21

はい

いいえ

★保存書類の区分
を確認してくださ
い（各区分は、次
ページ以降参照）

あなたは、
対象措置※１が実施
された都道府県の

休業・営業時間
短縮等の要請を
受けた飲食店

行っていますか？

反復継続
した取引

※２
と を

要件
1-1区分

２
０
２
１
年
の
８
月
～
９
月
に
お
い
て
、
事
業
者
全
体
の

が
、

２
０
１
９
年
ま
た
は
２
０
２
０
年
の
同
月
の
売
上
と
比
べ
て

そ
の
月
の
対
象
措
置※

１

の
影
響
を
受
け
て
、

し
た
月
が
あ
り
ま
す
か
？

月
間
の
売
上

減
少
（Ｐ
．
１
「売
上
に
係
る
支
給
要
件
参
照
）

要件
1-2区分

はい

他社経由で
取引している
（間接取引）

直接取引
している

⽀給対象外ですので申請はできません。

⽀給対象

いいえ
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６．保存が必要な書類は？②
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・ 申請時の提出は不要ですが、申請者が支給要件を満たさないおそれがある場合に、

保存書類の提出を求める等の調査を行うことがあります。そのため、求めに応じて速

やかに提出できるよう、電磁的記録等により５年間保存してください。

・ その際、保存書類がない場合または不十分な場合には、「保存書類が存在しない、

又は不十分な理由」や「飲食店の休業・時短営業又は外出自粛等の影響をどのように

受けたのか」等を確認します。加えて、申請者の販売・提供先等への調査について、

申請者にも協力を求める場合があります。

※１ 対象措置の影響に伴う休業・営業時間短縮要請等の影響を受けた飲食店

※２ 「反復継続した取引」とは、２０１９年（令和元年）の対象月同月及び２０２０年（令和

２年）の対象月同月のそれぞれの期間において複数回の取引を行っていることを指します。

ただし、契約形態等により、複数回の取引を行っていない場合は、１回の取引がその事業

の主たる取引となっていれば、その取引を示す「帳簿書類、通帳」でも可とします。

上記の証拠書類等を保存していたとしても、自らの商品が対象措置の影響を受けた飲食店に届い

ていないなど、支給要件に該当しない場合は支給対象外です。

直接取引
対象措置の影響を受けた飲食店※１との
反復継続した取引※２を示す「帳簿書類及び通帳」

間接取引

要件
１－１

要件
１－２

対象措置の影響を受け
た飲食店との取引関係

保存書類

対象措置の影響を受けた飲食店※１との間接取引先
（卸売市場、流通事業者等）との反復継続した取引※２
を示す「帳簿書類及び通帳」
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７．どのように申請するの？
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申請方法
郵送申請のみ
＜申請書類の入手方法＞
①山梨県ホームページからダウンロード
http://www.pref.yamanashi.jp/shouko-kik/syuruisienkin.html

②県地域県民センター、各商工会議所、各商工会、甲府税務署の窓口

申請時、全ての申請書類が揃っていることをご確認ください。

＜郵送先＞〒400-0851 山梨県甲府市丸の内１－６－１産業政策課内

山梨県 酒類販売事業者支援金 事務局 宛
※新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るため、持参による申請書類の受付はいたしません。

恐れ入りますが、申請書類は、郵便でお送り下さい。なお、県は郵便事故における責任は負い
かねるとともに、郵送物の到達確認の問合せには対応しかねますので、到達状況の確認ができ
る簡易書留やレターパックなどでお送りください。

支給 申請内容が支給要件を満たすと認められた場合は、指定の口座に支援金を振り込み
ます。

結果の通知
支給の場合は、指定口座への振込みをもって通知に代えます。

不支給となった場合にのみ、理由を付して申請者に通知します。

注意事項

支援金の支給後、支給要件を満たさない事実が発覚した場合は、支給した支援金全
額の返還を求めます。不正受給を行った申請者は、支給を受けた全ての支援金につ
いて、それぞれ、その全額に、受領の日から納付の日までの期間に応じて、年１０．９
５％の割合で計算した加算金を支払う義務を負い、知事は、当該申請者に対し、これ
らの金員を請求する旨の通知を行います。

問合せ先

山梨県酒類販売事業者支援金事務局
☎０５５ – ２２３ – １７０７
＜受付時間＞ 平日 午前９時～午後５時

⼭梨県酒類販売事業者⽀援⾦



９．よくある書類の不備
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支給申請書（３ページ目「計算書」）

申請内容や書類に不備がある場合は、不備補正をお願いするため、審査に時間を要します。

申請前に必ず下記を参考に、申請内容や提出書類が適切かどうかをご確認下さい。

「計算書」の事業収入欄に記載された額と、確定申告書等や売上台帳等に記載されている事業収

入の額が一致していない。

→ご提出いただいた確定申告書等や売上台帳等に記載された事業収入と計算書に記載する事業

収入の額を一致させてください。

※ただし、会計処理上の理由や新型コロナウイルス感染症対策として受給した給付金等を除

外したことなどにより一致させることができない場合を除きます。

※一致しない場合、追加の書類提出などをお願いすることがございます。

２０２１年（令和３年）対象月の月間事業収入が確認できる売上台帳等

→２０２１年（令和３年）の確定申告の基礎となり、

基本的な事項（対象月、日付、商品名、販売先、

取引金額、合計金額等）が記載されている書類を

ご提出ください。

フォーマットの指定はありません。経理ソフト等

から抽出した売上台帳等や、エクセルで作成した

もの、手書きのものなどでも構いません。

日付 内容 数量 金額

8月1日 ビール 100 20,000
8月2日 焼酎 15 22,500
8月3日 ビール 150 30,000

8月28日 ビール 100 20,000
8月29日 ビール 150 30,000
8月30日 焼酎 15 22,500

600,000合計

売上台帳
2021年8月分

・月間事業収入（売上台帳等）の合計額のみ記載されていて、詳細がわからない。

・月間事業収入（売上台帳等）が酒類部門のみとなっている（事業収入全体となっていない）。

・基準月の月間事業収入は税抜きであるが対象月の月間事業収入（売上台帳等）が税込みで

記載されている（税込み、税抜きが揃っていない）。

・月間事業収入（売上台帳等）の合計金額が明記されていない。

→税務署の収受印が押印されているか

どうか確認してください。

また、e-Taxの場合は、受付日時及び

受付番号が印字されていること、印字

されていない場合は、受信通知（メール

詳細）を同封していることを確認して

ください。

２０１９年（令和元年）対象月同月及び２０２０年（令和２年）対象月同月をそ
の期間に含む全ての事業年度の確定申告書等の写し

確定申告書に税務署の収受印（税務署においてe-Taxにより申告した場合は、受付日時及び

受付番号の印字）がない。

e-Taxによる申告で、受付日時及び受付番号が印字されていない場合に、「受信通知（メール

詳細）」が提出されていない。
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